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下水道管渠の改築事業量予測及び不具合リスク評価 

吉田敏章＊ 福田康雄＊＊ 松宮洋介＊＊＊ 
 

1．はじめに 1 

 下水道事業の進展に伴い下水道管渠ストックが

蓄積され、都市からの下水の収集・排除が行われ

るようになった。平成19年度末において、下水

道処理人口普及率は72％であり、下水道管渠延

長は約40万km1）、これは地球約10周に達する。

この膨大なストックは、昭和40年代以降から急

速に構築されたものであり、欧米先進国と比べれ

ば若い。しかし、管路施設に起因した道路陥没は

毎年約4,000箇所で発生しており 1）、老朽化の問

題が顕在化している。 
 管渠が機能を発揮し続けるために必要となる維

持管理及び改築については、ストックの増大及び

老朽化に見合った規模で実施されてきたとは言い

難い。財政逼迫等がこの理由として挙げられるが、

老朽化した管渠が増大していく中、改築事業費を

確保し、限られた予算の中で効率的に維持管理を

実施していくことが求められている。適切な対応

が実施されなければ、下水道の歴史が長い欧米諸

国で発生している汚水流出2）の問題にまで発展し

かねない。 
 そこで、管渠の改築事業費の確保に資するため

に、全国レベルであれ地方公共団体レベルであれ、

管渠の中長期の改築事業量を予測する方法を構築

した3）。また、改築事業量の予測ができても具体

的にどの管渠から改築していけばよいか判断がで

きないため、維持管理の優先度付けを可能とする

管渠の不具合のリスク評価方法について検討した

4）。本稿では、これらを紹介する。 

2．改築事業量予測 

2.1 方法  

 改築事業量を予測するためには、管渠がいつ改

築を要するかを把握しなければならない。管渠は

法定耐用年数が50年であるが、実態は50年を経

過せずに硫化水素又は荷重の影響等により破損す

──────────────────────── 
Projection of sewer rehabilitation needs and evaluation 
of sewer failure risk 

るものがあったり、50年を経過しても機能を発

揮し続けているものがあったりする。時間の経過

により個々の管渠がどのように劣化し、改築を要

するようになるかは、確率的な現象であり、地下

に埋設されているという管渠の特性上、把握が難

しい。そこで、管渠全体をマクロ的に捉え、改築

を要する管渠の割合により評価し、統計的に扱う

こととする。全国レベルであれ地方公共団体レベ

ルであれ、我々の提案する手法を用いれば基本的

に、年度ごとの管渠敷設延長のデータが分かれば、

改築事業量を予測することができる。なお、改築

事業量は改築必要延長として予測することとする。 
（1）健全率予測式の構築 
 改築を要する管渠の割合は、過去に下水道管理

者が実施した管渠の診断5）データを活用して求め

る。管渠内調査の結果より、改築又は維持管理の

措置の必要性が緊急度によりスパン（マンホール

で区切られる管渠）ごとに診断されることが多く

（表-1）、地方公共団体へのヒアリング結果からは、

緊急度I又は緊急度IIの状態を改築対象としてい

る例が多い。よって、緊急度 III又は緊急度なし

と診断された状態を健全な状態とし、健全なスパ

ンの割合（以下「見かけの健全率」という。）を

考える。 
 診断データは改築がなされていない管渠が対象

となっているので、既に改築が必要となり、改築

がなされた管渠が除外されており、見かけの健全

率は実際の健全率と比較して高目になる。これを

補正するために、経過年数ごとに改築がなされて

いない管渠の割合（以下「累積残存率」とい

う。）を見かけの健全率に乗じることにより、実

際の健全率を求める。この健全率を、経過年数に

より推定した式が健全率予測式であり、改築事業

量予測の核となる。なお、経過年数 n 年における

累積残存率 nR は次式のとおり表現される。 
表-1 緊急度の診断基準例  

報文 

区分 対応の基準

緊急度I 重度 速やかに措置することが必要

緊急度II 中度
簡易な対応により必要な措置を5年未満ま
で延長できる

緊急度III 軽度
簡易な対応により必要な措置を5年以上に
まで延長できる
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  )1()1()1( 21 nn rrrR −××−×−=   
  ( ir : 経過年数 i 年に管渠が改築される割合) 
 ここでは、全国平均的な健全率予測式の算定を

行った。12の地方公共団体から得られた約17万
スパンの管渠内調査結果を用いて、見かけの健全

率のデータを整理し、平成18～20年度に実施し

た全国的な管渠延長に係る調査結果を用いて、累

積残存率のデータを整理し、健全率予測式を求め

る。 
（2）健全率予測式による改築事業量の予測 
 将来におけるある年度の改築事業量は、その年

度の管渠総延長からその年度に健全な状態である

管渠延長を差し引いたものである。ある年度に健

全な状態である管渠延長は、過去に敷設された経

過年数ごとの管渠延長に、予測式から計算される

経過年数ごとの健全率を乗じて総計することによ

り求められる。 
 ここでは、図-1の管渠敷設延長を持つモデル都

市（管渠総延長406km）を対象にして、改築事

業量を予測する。法定耐用年数で改築する場合と

の比較も行う。 
2.2 結果  

（1）健全率予測式の推定 
 経過年数ごとの健全率のプロット及び線形関数

で推定した健全率予測式を図-2に示す。年度あた

りに改築を要する管渠の割合は、経過年数によら

ず一定であると考えることができ、その割合は約

1.08%であることが分かった。管渠の平均的な耐

用年数は、51.5年（＝[1.0557／0.0108＋(1.0557
－1)／0.0108]／2）ということになり、法定耐用

年数とほぼ等しい。なお、この健全率予測式は、

全国レベルの改築事業量予測に使えるだけでなく、

十分な管渠の診断データを有さない地方公共団体

での改築事業量の推定にも有用である。 

（2）健全率予測式による改築事業量の予測 
 健全率予測式を用いた場合、法定耐用年数を用

いた場合の改築事業量予測の結果を、それぞれ図

-3、図-4に示す。健全率予測式を用いることは、

老朽化の実態を踏まえた合理的な改築必要延長の

予測方法であるだけでなく、改築事業量が平準化

されることにより安定した下水道経営に資するこ

とが分かった。 
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図-3 健全率予測式による改築事業量予測  
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図-4 法定耐用年数による改築事業量予測  

0
2
4
6
8

10
12
14
16
18
20

19
05

19
25

19
45

19
65

19
85

20
05

西暦（年）

管
渠
敷
設
延
長
（
k
m
/
年
）

図-1 モデル都市における管渠敷設延長  
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3．不具合リスク評価 

3.1 方法  
 管渠には、破損、腐食、たるみ・蛇行といった

様々な不具合が発生する可能性が潜んでいるが、

管渠の状態の調査にはテレビカメラ調査等の経費

及び道路占用時間を要することから、効率的に不

具合の発生箇所を把握することが求められる。つ

まり、管渠内調査の優先度付けが必要となる。当

然のことながら、不具合の発生確率が高い箇所を

優先するのであるが、管渠には歩道下の小口径の

ものから幹線道路下にあり陥没すると交通障害等

の社会経済的に大きな影響を与えるものまであり、

その重要度を勘案して優先度付けを行うべきであ

る。そこで、不具合発生の可能性と管渠の不具合

事故の重大性とを乗じたもの（以下「不具合リス

ク」という。）により、管渠内調査の優先度付け

を行うこととする。 
（1）不具合発生の可能性の定量化 
 過去に下水道管理者が実施した管渠内調査結果

から、管渠の属性と不具合発生の有無との関係を

分析し、属性に応じた不具合発生の可能性を定量

化する。下水道台帳等で整理されていないために

分析の対象とすることが難しいが、不具合発生に

比較的強く影響すると考えられる属性については、

分析の対象とした属性をAHP法で比較評価する

ことにより、不具合発生の可能性の説明変数にす

ることができる。 
 ここでは、2.1（1）で説明した約17万スパン

の管渠内調査結果を活用し、全国平均的な不具合

発生の可能性を定量化する。分析の対象とする管

渠の属性としては、下水道台帳より経過年数

（年）、取付管本数（本／スパン）及び土被り

（m）を抽出する。ロジスティック回帰分析を用

い、管渠の属性を説明変数とした不具合の発生確

率 )1Pr( =Y を次式のとおり求める。  

( )[ ]rr XXX
Y

ββββ +++−+
==

22110exp1
1)1Pr(  

( iβ : 係数、 iX : 説明変数、 r : 説明変数の個数) 
なお、ロジット ( rr XXX ββββ ++++ 22110 )

と )1Pr( =Y との関係は図-5のとおりである。経過

年数、取付管本数及び土被り以外で、不具合発生

に比較的強く影響すると考えられる属性としては、

地盤の良し悪し、木根侵入に影響を与える植樹帯 

の有無及び圧送管開放等による硫化水素等の特殊

排水の有無の3つが挙げられる。これらを経過年

数、取付管本数及び土被りと、AHP法の一対比

較により評価する（図-6）。  
（2）管渠の不具合事故の重大性の定量化 
 管渠の不具合事故の重大性は、不具合に起因す

る事故の影響の重大性と捉えて評価する。事故の

影響の具体的な項目としては、復旧工事費の発生、

交通途絶の被害、鉄道等の二次被害、災害時の悪

影響及び下水道サービスの停止が挙げられる。こ

れらは、金銭化等の定量化が難しいものが多いこ

とから、管渠の属性間の比較と同様、一対比較に

よって相対的な評価を行うことが考えられる。埋

設されている道路や地域特性といった情報から、

管渠に重大性という属性を付加することができる。 
3.2 結果  

（1）不具合発生の可能性の評価 
 管種ごとの特性を検討するために、陶管、鉄筋

コンクリート管及び硬質塩ビ管の区分ごとに分析

を行った。あわせて管種を統合し、全管種として

の分析も行った。また、不具合については、破損、

腐食、クラック、継手ずれ、たるみ、浸入水及び

取付管突き出しという項目ごとの分析並びにこれ

ら不具合のどれか一つでもあれば不具合があった

とする全損傷の分析を行った。統計的な評価、工 
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図-5 ロジスティック曲線  
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土木技術資料 51-11(2009) 
 
 

 

－ 29 － 

表-2 不具合発生の可能性の定量化結果  

経過年数 取付管本数 土被り 定数項
全管種 0.066 0.071 -0.087 -1.253 27560
陶管 0.080 0.175 -1.683 9591
鉄筋コンクリート管 0.041 0.043 -0.643 15503
全管種 0.062 0.047 -0.264 -2.798 29379
陶管 0.054 0.065 -2.461 11410
鉄筋コンクリート管 0.050 0.049 -0.206 -2.890 15503
全管種 0.067 0.042 -3.125 29379
鉄筋コンクリート管 0.057 0.044 -0.153 -2.714 15503
全管種 0.060 0.679 -2.983 29379
鉄筋コンクリート管 0.035 0.056 0.585 -3.875 15503
全管種 0.062 0.098 -0.237 -3.927 29379
陶管 0.076 0.107 -0.175 -4.697 11410
鉄筋コンクリート管 0.057 0.087 -0.330 -3.376 15503

説明変数の係数
分析データ数

全損傷

不具合の項目 管種の区分

破損

継手ずれ

浸入水

取付管突き出し

 
 
学的な判断及び実データとの対比結果を踏まえ妥

当であると判断された分析結果を表-2に示す。硬

質塩ビ管、腐食、クラック及びたるみについては、

有効な分析結果が得られなかった。管渠内調査の

優先度付けにおいて最も重要と考えられる全損傷

については、陶管と鉄筋コンクリート管とで明ら

かに定量化結果が異なり、どちらも経過年数及び

取付管本数が説明変数であるものの、陶管の方が

2つの説明変数の影響を強く受け、特に、取付管

本数の影響が大きいことが分かった。地盤の良し

悪し、植樹帯の有無及び特殊排水の有無に関する

一対比較については、複数の下水道管路管理技士

の協力を得て実施するものであり、今後結果を公

表していく。 
（2）管渠の不具合事故の重大性の定量化 
 地方公共団体の協力を得て、不具合に起因する

事故の影響の項目について一対比較を実施し、具

体的な定量化方法を構築していくこととしている。 

4．まとめ 

 管渠の健全率予測式を推定することにより、改

築が必要となる管渠の割合は毎年約1.08%であり、

平均的な耐用年数は51.5年で法定耐用年数とほぼ

等しいことが分かった。健全率予測式を用いた改 

築事業量の予測は、改築の必要性の実態を踏まえ

ており、改築事業量の平準化も見込める。 
 管渠の不具合発生の可能性を定量化することが

でき、例えば、陶管及び鉄筋コンクリート管にお

いて全損傷が発生する確率の説明変数は経過年数

及び取付管本数であった。今後は、管渠の他の属

性も取り込んだ不具合発生の可能性の定量化を行

うとともに、管渠の不具合事故の重大性について

も定量化し、不具合リスク評価を進めていく。 
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